
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

制度の現状
措置の
分類

該当法令等 措置の概要（対応策）

1 5月15日 6月6日 7月31日 消防

消防ホース結
合差込金具
の規格の統
一

消防用ホースに使う差込金具の規格が統一されていないことから、現在は各方式に対応させた消防
機器（取水装置）を開発・製造しなければならず、ベンチャー企業にとっては負担も大きい。将来的に
は差込金具の仕様を統一すること。

日本商
工会議
所

総務省

平成１７年に各消防本部が採用している消防用ホースについて調査し
た結果、５消防本部において結合金具が「ねじ式」の消防用ホースを採
用しております。
これらの消防本部では、順次、「差込式」の消防用ホースに更新が図ら
れ、５消防本部のうち２消防本部は全て「差込式」に更新されています。
残る３消防本部については、消防用ホースの一部が「差込式」に更新さ
れ、「差込式」と「ねじ式」が混在しているところですが、消防活動を行う
際には、結合方式の異なる消防用ホースや消防機器（取水装置）をつな
ぎ合わせるための媒介金具を用いることにより、「ねじ式」及び「差込式」
どちらを使用しても、迅速かつ円滑な活動が可能です。
なお、これらの結合金具の形状については、消防用ホース又は消防用
吸管に使用する結合金具に係る技術上の規格をそれぞれ総務省令で
定めているが、各規格に適合するように｢ねじ式｣及び｢差込式｣の両方
の製品を開発するかどうかの規制は存在しておりません。

事実誤認

 １．消防用ホース
に使用する差込
式の結合金具の
技術上の規格を
定める省令（平成
４年１月２９日 自
治省令第２号）
２．消防用ホース
又は消防用吸管
に使用するねじ
式の結合金具の
技術上の規格を
定める省令（平成
４年１月２９日 自
治省令第３号）

　「ねじ式」、「差込式」のいずれの消防用ホースを採用するかは各市町村（消防本部）の判断に
よるものであり、差込金具の仕様を統一しなくても媒介金具を用いることにより、迅速かつ円滑
な消火活動が可能であることから、特段の対応の必要はないと思慮されます。

2 10月16日 12月6日 1月17日 消防

ＪＩＳ６種 シリ
コーン油使用
電気設備の
特殊消火設
備省略の特
例化

【要望の具体的内容】
　消防法施行令第13条第１項に規定する発電機、変圧器その他これらに類する電気設備のうち、当該設備の冷却または絶縁のためにＪＩＳ C
2320に規定される電気絶縁油のうち第６種絶縁油のシリコーン油（一例、第６種１号油　低粘度シリコーン油）を使用するものについては、「電
気設備が設置されている部分等における消火設備の取扱いについて」（昭和51年７月20日消防予令第37号）第１、１(２)または３(５)の「冷却又
は絶縁のため、油類を使用せず、かつ、水素ガス等可燃性ガスを発生するおそれのないもの」とし、特殊消火設備を省略して簡易な大型消火
器のみの設置で足りることとすべきである。
【規制の現状と要望理由等】
＜規制の現状＞
　冷却・絶縁媒体として鉱油（消防法上の危険物）を用いた油入変圧器を防火対象物内に設置する場合には、消防法施行法令第13条第１項
より、特殊消火設備（全域消火設備）の設置が求められる。冷却・絶縁媒体としてＳＦ６（不燃性）を用いたガス絶縁変圧器の場合には、消防予
令37号（昭和51年７月20日）の「冷却または絶縁のため、油類を使用せず、かつ、水素ガスを発生するおそれのないもの」に該当するとされ、
消防法施行令第32条の特例として、特殊消火設備の設置を省略でき、大型消火器の設置で足りる。
　近年、不燃性ではないが鉱油よりも難燃性であるシリコーン油を冷却・絶縁媒体として用いた難燃性絶縁油使用変圧器が製品化されてい
る。シリコーン油は、燃焼点300℃以上で燃焼時に油面上にシリカの膜が形成され、酸素の供給を遮断し、燃焼が抑制される自己消炎性が期
待できる。
　このようなシリコーン油を用いた難燃性絶縁油使用変圧器を防火対象物内に設置しようとした場合、現行法では明示的な規定がないため、
実質的には、ガス絶縁変圧器を設置する場合と同等以上の消火設備の設置を求められる。具体的には、大型消火器および感知器の設置等
によって消火体制を確保しているが、屋内変電所にシリコーン油を用いた難燃性絶縁油使用変圧器を実際に設置しようとすると、消防用設備
等の登録検定機関である日本消防設備安全センターの「性能評価および消防設備システム評価の手引」を踏まえ、（変圧器をショートさせて
火災を起こし、順調に消火されるかどうかを確認する）実験を形式試験として複数件行うこと（例：10件程度）が要求される。このため、非常に
コストがかかり、シリコーン油を用いた難燃性絶縁油使用変圧器の導入が実質的に妨げられている。
＜要望理由＞
　海外においては、全米防火協会(NFPA)等が、変電所（室）の消火設備の軽減条件を定めている。例えば、NFPAの定める米国電気工事規
程は、シリコーン油など、燃焼点が300℃以上（容易に着火・燃焼継続しないことを意味する）の冷却・絶縁媒体を用いた変圧器であれば、変
電所（室）の消火設備の軽減を認めている。
＜要望が実現した場合の効果＞
　要望が実現した場合、屋内変電所に変圧器を設置するにあたり、地球温暖化係数の高いＳＦ６ではなく、リサイクル可能なシリコーン油入変
圧器の使用を促進することになり、地球温暖化防止および循環型社会形成に寄与する。

（一社）
日本経
済団体
連合会

総務省

＜変圧器の設置場所に係る基準＞
　消防法施行令第13条第１項により、防火対象物の発電機、変圧器そ
の他これらに類する電気設備が設置されている部分で、床面積が200
㎡以上のものには、特殊消火設備を設置することとされています。

＜基準の適用除外＞
　消防庁の運用通知において、発電機、変圧器のうち、冷却又は絶縁
のための油類を使用せず、かつ、水素ガス等可燃性ガスを発生するお
それのないものが設置されている部分に大型消火器を設置した場合等
は、消防法施行令第32条の規定を適用し、特殊消火設備を省略してさ
しつかえない旨を示しています。

＜具体的な適用除外の判断＞
　消防法施行令第32条により、変圧器の設置場所を管轄する消防長又
は消防署長が適用除外の可否を判断する場合、申請者に対して第三
者による評価等の客観的なデータを求めることがあります。
　しかし、必ずしも日本消防設備安全センターの「性能評価および消防
設備システム評価の手引」を踏まえた実験を要求するものではありませ
ん。

事実誤認
消防法施行令第
13条第1項

日本消防設備安全センターに確認したところ、当該変圧器の火災に対する安全性の評価に関
する相談を受けたことはなく、評価試験方法について要求したことがないと聞いています。

3 10月16日 12月6日 1月17日 消防

非常電源専
用受電設備
（認定キュー
ビクル）に係
る改造の定義
の見直し・明
確化

【要望の具体的内容】
　告示に規定される「改造」の定義を、具体的かつ現実的なものに見直すことを要望する。
【規制の現状と要望理由等】
＜規制の現状＞
　学校、病院、工場等のうち消防法令で定める防火対象物には消防用設備等（電源を必要とする設備には非常
電源）の設置を義務付けるとともに、それらの設備を技術上の基準にしたがって設置し、維持することが消防法
で義務付けられている（第17条）。キュービクル式非常電源専用受電設備については、この消防法上の技術基
準に適合していることの認定を登録認定機関より受けているが、既存の認定キュービクル式非常電源専用受電
設備は、原則として認定時の状態からの電力負荷の追加・変更となる改造ができない。また、禁止されている
「改造」の定義が不明確であるため、事業者は個々の改造にあたり、禁止されていない改造にあたらないこと
を、消防署に確認することを余儀なくされている。
＜要望理由＞
　近年の技術の発展等の理由により、受電設備へ接続される機器の変更・増設の必要が生じる、認定当時に
は存在しなかった電気機器を接続したいというニーズが生じる、という場合がある。例えば、非常時の電源とし
て有用と考えられる太陽光発電設備を、既存の認定キュービクルに接続したい、電力量計等の継電器類を増
設したい、という場合もある。これらの電気機器の受電設備への接続は、安全性の観点から何ら問題はない。
太陽光発電設備の規模は受電設備の容量等を考慮して設定され、継電器類については出力負荷がほとんど
無いためである。
　しかし、このような改造であっても、消防署の判断により認められないというケースが生じている。
　そこで、認定キュービクルの改造の定義を緩和および明確化し、安全性の観点から問題がない改造について
は、認められるようにするとともに、どのような改造であれば認められるかについて事業者が予測できる制度と
すべきである。
＜要望が実現した場合の効果＞
　例えば、太陽光発電設備および電力消費量が極めて少ない継電器類（電力量計、OVGRおよびRPR等）につ
いて、認定キュービクル式非常電源専用受電設備への増設を、一定の具体的な要件の下で可能とすることが
できれば、非常時の安全・安定な電力供給に資することができる。

（一社）
日本経
済団体
連合会

総務省

消防用設備等の非常電源として用いるキュービクル式非常電源専用受
電設備の構造や性能等に係る基準は、昭和50年消防庁告示第７号で
規定しています。ただし、当該告示に改造を制限する規定はありませ
ん。

事実誤認
昭和50年消防庁
告示第７号

改修したキュービクル式非常電源専用受電設備が、昭和50年消防庁告示第７号の基準に適合
していることが認定されていれば、消防法令上、問題はありません。改修したものが認定される
かどうかは登録認定機関が判断するため、登録認定機関に要望を伝えます。

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

番号 分野 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
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所管省
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要請日



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。
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所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

番号 分野 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での

回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討

要請日

4 10月17日 12月24日 1月17日 消防

「消防の用に
供する機械器
具」の一部の
検定適用除
外化

【内容】型式承認を受けようとする者は、あらかじめ日本消防検定協会が行う試験を受けなければなら
ないと定められているが、石油コンビナート事業者が自らの責任で使用する場合、石油コンビナートで
使用される「消防の用に供する機械器具」については、消防法の検定対象から外していただきたい。
【理由】以下のように、検定制度は石油コンビナート事業所にとっては意味を失っている。
１．「消防の用に供する機械器具」は消火実績が全てであり、検定品よりも海外の実火災で裏づけられ
た実績のある製品を使用したい。
２．検定試験で得られる型式承認とは、「総務省で定める技術上の規格」に適合している旨の承認であ
るが、火災は法律で消火するものではなく技術で消火するものである。十勝沖地震でもそうであった
が、総務大臣の型式承認証をバウチャーに消火器メーカーから見せられても、実際に消火ができない
のでは意味がない。また、先端技術を導入したくても、既存の「総務省で定める技術上の規格」は先端
技術の規格を想定しているわけではないため、省令を改正して先端技術用の特例基準を定め、基準
に適合してからでないと使用は認められない。このため、省令改正の手続きだけでも最低１年を要し、
国際競争下にある産業界の足かせになっている。
３．海外の先端技術を製造現場に機動的に導入できないため、消火性能が時代遅れの陳腐化した、
かつコストも２倍～３倍高い旧態依然の検定品を使用せざるを得ない。
４．海外に例のない日本の検定制度はあまりにも世界からかけ離れ、時代遅れである。検定品を用い
て消火できない場合、責任の所在が存在しない。結果的にはすべて事業者の責任となり、強制法規に
よる規制強化となり、国際競争力が低下する循環を招いている。

石油連
盟

総務省

  消防の用に供する機械器具等のうち、一定の形状等を有していないと
きに火災の予防若しくは警戒又は消火等のために重大な支障を生ずる
おそれのあるものであり、かつその使用状況からみて当該形状等を有
することについてあらかじめ検査を受ける必要がある検定の対象となる
機器等は、機器等の型式に係る形状等が技術上の規格に適合してい
るか試験し、当該形状等が規格に適合している旨を型式承認した後、
個々の機器等が型式適合検定に合格し、その旨の表示が付されている
ものでなければ販売等をしてはならないことと消防法に規定されていま
す。
  石油コンビナートで使用される資器材として石油コンビナート等災害防
止法施行令に規定されている泡消火薬剤、消防用ホース及び結合金具
は、検定制度の対象であり、技術上の規格を定める省令に適合するこ
とが求められます。
これらのうち先端技術を用いたもので規格省令に規定のないものにつ
いては、消火能力や使用上の特性等を踏まえ、あらかじめ定められた
技術基準と同等以上の性能があると総務大臣が認めた場合は、特例を
適用できるよう、それぞれの規格省令に規定されています。

現行制度
下で対応
可能

消防法（昭和２３
年法律第１８６号
第２１条の２、第２
１条の３）

  現時点において具体的な相談事案はないが、各規格省令において先端技術について対応で
きるような規定があり、運用に当たっては柔軟に対応することとしています。

5 1月29日 2月18日 3月5日 消防

消防法危険
物を車両で輸
送する場合の
表示義務の
緩和

【規制】
　消防法危険物を車両で輸送する場合、「危険物の規制に関する政令」第二十九条第二号の規定に
より、包装の表面に総務省令で定められた表示が求められている。例えば500mLのジメチルスルホキ
シド（通称DMSO、危険物第４類第３石油類）を輸送する場合には、「火気厳禁　DMSO　500 mL」のご
とく表示が必要となる。
【現状】
　創薬研究においては、研究に供する微量で多種の化学物質を例えばそれぞれ0.05mLのジメチルス
ルホキシドに溶解し、それを多穴プレートに取りまとめた形で輸送することが行われている。上記の規
則に危険物の内容量や引火点の違いによる足切の規定がないため、総量で数10mL程度のジメチル
スルホキシドであっても表示が必要になる。
一方で、「危険物の規制に関する規則」第四十四条 第三項では、第４類の危険物に該当する化粧品
について、少量の場合は表示に緩和措置が定められていたり、より危険性に敏感な航空法ではDMSO
は危険物ではなく、また適格な容器を使う限り大半の第４類危険物が1容器あたり1mL以下、それをい
くつかまとめて送る場合には合計100mL以下の場合、危険物として扱わなくても良いとされている。
【提案】
　危険物の運送に関わる法令間での整合性が保たれるように、特殊引火物、第一石油類、第二石油
類、アルコール類のような危険性の高いものを除いた第４類危険物は、少量（1外装あたり150mL以
下）を送る場合、危険物の表示は不要としていただきたい。

民間企
業

総務省
危険物の運搬に係る運搬容器、積載方法及び運搬方法の技術上の基
準を定めています。

対応不可

消防法第１６条、
危険物の規制に
関する政令第２９
条、危険物の規
制に関する規則
第４４条

　危険物を車両で運搬する場合、当該危険物を取り扱う者が運搬容器に危険物が収納されてい
ることを知らないと、当該容器を放り投げる等の粗雑な取扱いにより危険物の流出や火災が発
生する危険性があるため、運搬容器に危険物が収納されていることを念頭に置いた取扱いが必
要になります。
　航空機で危険物を輸送する場合には、仮に１外装当たり１５０ミリリットル以下の量であっても
原則として危険物の表示を行うこととされている他、危険物以外の輸送も含めて品名等が記載
された航空運送状の作成に加え、航空機乗組員等には危険性を有する物品の取扱い、飛行中
及び地上での火災・発煙への対応、消火器による消火活動等の教育訓練を受けることが求めら
れていると承知しています。
　これに対して、同様に１外装当たり１５０ミリリットル以下の少量の危険物を車両で運搬する場
合には、危険物の輸送に係る書類の携行や一定の資格要件等を要しない代わりに、当該物質
が危険物である旨の表示を付すことにより危険物の流出や火災の発生を防止しているところで
あり、過剰な規制を課しているものではありません。
なお、危険物の運搬容器が５００ミリリットル以下と小さい場合には、外装部に簡便な表示をする
ことで足りることとしているところであり、可能な限り事業者の負担を軽減していることを申し添え
ます。


